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 計画策定の趣旨 

 

１．計画見直しの背景と目的 

20 世紀後半における高度経済成長は，私達の生活を豊かにしましたが，世界に目を向ける

と，資源の大量消費や廃棄物の大量排出による地球温暖化，オゾン層破壊，酸性雨など多く

の環境問題を引き起こしており，限りある資源の節約やエネルギーの有効利用など，生活様

式や事業活動そのものを環境に配慮したものへと転換していくことが求められています。 

こうしたなか，大竹市（以下「本市」という。）では，ごみや生活排水の発生から処理・

処分に至る適正処理方針を示した「大竹市一般廃棄物処理基本計画」（以下「既定計画」と

いう。）を平成 25 年３月に策定しましたが，平成 31 年度供用開始を目途に発電システム

を導入し焼却エネルギーを最大限に活用する新たな焼却施設の整備を廿日市市と共同で進め

ており，可燃ごみ処理方式の変更に伴う分別方法の検討，事業系ごみ処理手数料の変更等の

検討が必要になっています。 

「大竹市一般廃棄物処理基本計画」（以下「本計画」という。）は，こうした点を踏まえ， 

既定計画における目標の達成度や進捗状況を検証しつつ，ごみや生活排水を安全・安心・安

定して処理するため，発生から排出，処理・処分に至るまでの今後の取組方針を全面的に見

直す計画として策定しました。 

 

 

２．計画の位置づけと計画期間 

本計画は，廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）第６条

第１項の規定により，市町村において策定が義務づけられている長期計画で，国の法律・計

画，県の計画及び本市の総合計画と整合したものです。 

また，平成３０年度を初年度とし，平成３９年度を目標年度とする１０ヶ年計画としてお

り，中間年である平成３４年度を数値目標年度とします。なお，概ね５年ごとに改定するも

のとします。 

 

◆図表１-1 計画期間 
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◆図表１-２ 本計画の位置づけ 

 

※ 法律名は略称 
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３．計画対象廃棄物 

本計画における対象廃棄物は，図表１-3 に示す一般廃棄物（一般ごみ・生活排水）としま

す。 

なお，一般廃棄物のうち，本市による処理・処分が困難であるものは処理対象外とし，こ

れらの扱いについては，図表１-4 に示すとおりとします。 

 

◆図表 1-３ 計画対象廃棄物 

 

 

 

◆図表１-４ 本計画の処理対象外とする一般廃棄物とその扱い 

区  分 処  理  ・  処  分  先 

家電リサイクル法 
適 用 物 

・家電リサイクル法に基づき，テレビ，洗濯機，冷蔵庫・冷凍庫，衣類乾燥機，
エアコンについては，販売店による引き取りとします。 

パ ソ コ ン ・資源有効利用促進法に基づき製造事業者による引き取り・資源化とします。 

処 理 困 難 物 

・以下に示す品目については，販売業者などによる引き取りとします。 

消火器，金庫，プロパン・酸素・アセチレン等のガスボンベ，バッテリー，
仏壇・仏具・神棚等，ピアノ，薬品類，ペットの死がい など 

 
 
 

＊放射性廃棄物について 

国は，平成２３年３月に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により，当該原

子力発電所から放出された放射性物質（以下「事故由来放射性物質」という。）による環境汚染によ

り，人の健康又は生活環境に及ぼす影響を速やかに低減することが緊急の課題となっていることを踏

まえ，平成２３年８月に「平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電

所の事故より放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」（平成２３年法

律第１１０号）を公布しました。従って，当該廃棄物については，この法律によるものとします。 


